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１．令和４年度の取組報告

テーマ１ 南海トラフ巨大地震に係わる対策計画の共有
・令和3年度から、中防連構成機関が策定している南海トラフ巨大地震に係る対策計画の概要を共有（24機
関28計画）。令和４年度は、更新した計画の概要を共有した（12機関6計画） 。

令和３年度に合意したテーマ

テーマ１ 南海トラフ巨大地震に係わる対策計画の共有（継続）

テーマ２ 災害時の相互連携による情報収集と共有に関する体制構築に向けた検討（新規）

テーマ３ 「大規模災害時における関係機関の支援メニュー」の更新（継続）

表1 各機関の南海トラフ巨大地震を想定した対策計画(令和4年度更新したものを抜粋）
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構成機関 計画名 計画の特徴やポイント 管内における体制 被災自治体へ支援内容

警察庁
中国四国管区警察局

中国四国管区警察局
防災業務計画 ※

当局の防災に関するとるべき措置を規定
警察庁等と連携し管区内外に対応す
る体制

救出救助のための派遣部隊の調整等

海上保安庁
第六管区海上保安本部
第七管区海上保安本部
第八管区海上保安本部

海上保安庁防災業務計画
災対法に基づき、海上保安庁が防災に関し執
るべき措置等を定め、防災業務の総合的かつ
計画的な実施を図るもの

災害の発生前後の状況に応じた災
害応急体制を確保

人員輸送、物資輸送等

防衛省
陸上自衛隊第１３旅団

南海トラフ地震対処計画
（半割れ(西側・東側)）※

旅団所在部隊の大規模災害派遣活動を規定
態勢に係る内容のため回答を控え
させて頂きます

即時救援活動（人命救助・生活等支
援活動）

岡山県
知事直轄危機管理課

岡山県地域防災計画（地震・津波
災害対策編）

具体的な支援内容は記載せず総論について記
載

具体的な支援内容は記載せず総論
について記載

具体的な支援内容は記載せず総論に
ついて記載

広島県
危機管理監

南海トラフ地震防災対策推進計画
（広島県地域防災計画内）

地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備，
津波からの防護，円滑な避難の確保及び迅速
な救助に関する事項等を規定

- -

国土交通省中国地方整備局・中国運
輸局・大阪航空局
国土地理院中国地方測量部
気象庁広島地方気象台
海上保安庁第六管区海上保安本部 ・
第七管区海上保安部・第八管区海上
保安本部

国土交通省南海トラフ巨大地震中
国ブロック地域対策計画

国土交通省の中国地方支分部局等として、地
域の実情を踏まえながら、地方支分部局等の
総力を挙げて取り組むべき具体的かつ実践的
な対策をまとめたもの

⁻

・避難支援（住民等の安全確保）
・所管施設・事業者における利用者の安

全確保
・被災状況等の把握
・被災者の救命・救助
・被害の拡大防止・軽減
・被災した地方公共団体支援
・被災者・避難者の生活支援
・施設等の復旧

※は非公開



１．令和４年度の取組報告
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写真 南海トラフ巨大地震発生を想定した
総合啓開連携訓練のようす

図１ 連携手順書への訓練成果の反映例（例:緊急物資輸送）

テーマ２ 災害時の相互連携による情報収集と共有に関する体制構築に向けた検討
■連携手順書（更新案）の共有

・連携訓練専門部会が実施した「南海トラフ巨大地震発生を想定した総合啓開連携訓練」（令和4年11月29日
（火）に実施）では、各局面の対応に必要となる啓開情報について、総合啓開グループとの質疑応答で確認

・訓練を通じ、南海トラフ巨大地震を想定した各局面の対応に必要な啓開情報の収集・共有の流れを、明確に
すべきとの要望があがった。

・各局面の連携手順書（案）に、総合啓開（道路啓開、航路啓開、緊急排水）の各局面と連携した対応を追加し
て更新。

「総合啓開の各局面」
との連携を追加

「総合啓開の各局
面」への問合せ、問
合せへの回答等の

対応を追加

啓開活動と連携
した対応を追加
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◆「大規模災害時における関係機関の支援メニュー」の概要
・本資料は、中国地方の防災に関する連絡会の会員機関が、災害時に地方公共団体を支援可能な内容に
ついて、カテゴリごとに記載した資料(令和元年度にVer.1を作成）
・平成30年7月豪雨時の「各機関がどの様な支援ができるか把握できていない」という課題に対応して、令
和元年度に作成、中国地方の防災に関するポータルサイトに掲載し会員で共有

１．令和４年度の取組報告

テーマ３ 「大規模災害時における関係機関の支援メニュー（ver.1）」の更新

【追加された主な支援メニュー】
・給水支援・道路清掃（西日本高速道路㈱）
・輸送手段の調整（中国バス協会）
・移動通信機器の貸出、臨時基地局の設置、Wi-
Fiの設置、携帯電話の充電（楽天モバイル㈱）

・Car-SAT（移動型衛星通信設備）による動画像伝
送、散水車による給水支援（中国地方整備局）

・被災中小企業に対する相談窓口の設置や災害
復旧貸付の実施による支援（中国経済産業局）

・構成機関の実施する支援メニューを見直
し、新規支援メニューを掲載して更新

図２ 更新した「大規模災害時における関係機関の支援メニュー（Ver.2）」抜粋



5

２．令和5年度の取組内容

①連携訓練で明らかになった情報収集・共有に係る課題検討

【令和5年度の検討事項】
・各機関の被災情報の早期収集方法の検討が必要
→中防連の構成機関が構築している被災情報の内容や収集タイミング等、共有体制の把握

・気象台から随時発表される地震・津波情報の収集について、情報入手経路を明確にしていくことが必要
→気象台からの地震・津波情報の収集・伝達方法、入手経路の確認

・燃料油の供給機関と受給機関との連絡手段の整理が必要
→燃料油確保に係る情報の収集・伝達方法、入手経路の確認

・災害時の複数の情報伝達収集手段の確保に向けた検討が必要
→災害時に確実に情報伝達をするために、情報伝達収集手段を多重化するための検討

・総合啓開情報の共有体制の構築が必要
→総合啓開の進捗情報等を中防連の構成機関で共有する体制の構築に関する検討

■災害時の相互連携による情報収集と共有に関する体制構築に向けた検討（継続）

①連携訓練で明らかになった情報収集・共有に係る課題検討

②総合連携手順書(案）の検討
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②（仮称）総合連携手順書（案）の作成
（※令和５年度から検討）

１）総合連携手順書とは

・連携手順書（案）に示される、各局面の
災害対応を行うために必要となる総合
啓開に係る情報収集・提供の手段を示
す資料

・発災直後から概ね72時間後までを想定

（仮称）総合連携⼿順書
（案）

中国地⽅の防災に関する連絡会

２．令和5年度の取組内容

図４ 総合連携手順書（案）のイメージ（例:通信復旧）

２）ポイント

・各局面の対応とそれに必要な総合
啓開に係る情報の内容、入手先、
情報収集・提供方法を記載

医療
救助救出

広域避難 道路啓開
緊急物資輸送 航路啓開

緊急排⽔
燃料油確保
電⼒復旧
ガス復旧
通信復旧

救助救出

啓開活動
(総合啓開)

インフラ
復旧

緊急輸送
情報共有
連携・調整

・被災情報

・優先啓開情報 他

・規制情報

・啓開情報 他

図３ 総合連携手順書（案）の概要

総合連携手順書



7

２．令和５年度の取組内容

【令和５年度のスケジュール(案）】

 第16回ワーキンググループ
・今年度の予定の説明
・岡山港周辺で想定される被害状況の検討、
訓練シナリオ作成作業等のお願い

 担当者打合せ（R5第1回）
・訓練シナリオに関する意見交換 等

 担当者打合せ（R5第2回）
・訓練シナリオ読み合わせ、次年度の訓練対象検討

 総合啓開連携訓練(図上訓練）

 第１３回中国地方の防災に関する連絡会

訓練結果を反映

■連携訓練専門部会 ■南海トラフ巨大地震対策計画専門部会

 第15回ワーキンググループ
・今年度の予定の説明
・連携訓練で明らかになった課題確認と解決方策検討

 担当者打合せ（R5第1回）
・連携訓練で明らかになった課題解決方策検討
・総合連携手順書素案の検討

 第16回ワーキンググループ
・総合連携手順書案の検討
・次年度の検討課題の整理

7～8月頃

9～10月頃

11月頃

11月頃
12月頃

R6年１月頃

R6年2月頃

検討結果を反映

検討結果を反映

 第１０回専門部会  第１０回専門部会


